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1. はじめに 

日本スポーツ少年団は 1962年に創設され、2012年に設立 50周年を迎えたわが国最大の青少年スポーツ団

体である。創設当時の団数は 22 団、団員数は 753 人であったが、2012年度の登録状況は、団数 35,305団、

団員数 807,631人であり、小学生の 1割が登録するまでに拡大した。2012年度の全国の設置市区町村数は

1,564であり、全市区町村の 9割に市区町村スポーツ少年団が設置されている。 

スポーツ少年団は、単位スポーツ少年団、市区町村スポーツ少年団、都道府県スポーツ少年団、日本スポー

ツ少年団の４つの段階で組織化され、市区町村・都道府県・日本スポーツ少年団は、直接的・間接的に単位団お

よび団員、指導者、育成母集団を支援している。 

スポーツ少年団は体育協会や教育委員会と連携を図りながら活動を行っており、行政から人的・財政的に

様々な支援を受けてきた。しかし近年では、市町村合併等の行政改革などの影響により、市区町村スポーツ少年

団が行政からの支援を十分に受けられない状況や市区町村スポーツ少年団としての機能や活動の継続が困難

である状況が指摘され、今後単位団の活動に影響が及ぶことも想定される。 

日本スポーツ少年団では、第 9次育成 5か年計画のなかで、市区町村スポーツ少年団の基盤強化及び活動

の活性化に必要な要素に関する調査を実施し、都道府県へ調査結果を公表することを明記した。そこで本調査

では、全国の市区町村スポーツ少年団を対象とし、事務局組織や運営体制、市町村合併や行政改革による行政

からの人的支援の変化等の実態を把握することによって、今後、単位団活動を支える市区町村スポーツ少年団

の基盤強化及び活動の活性化に必要な方策の検討に資する資料とすることを目的とした。 
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2. 調査の概要 

(1) 調査の目的 

全国市区町村スポーツ少年団の運営体制についての実態を把握することによって、スポーツ少年団の基盤強

化と活動の活性化を図るための方策を検討する。 

 

(2) 調査対象 

 全国の市区町村スポーツ少年団 1,564団 

 有効回答数：1,076団（68.8％） 

 

(3) 調査方法 

 郵送配布、郵送・Fax・メール回収 

 

(4) 調査内容 

１．市区町村スポーツ少年団の事務局体制・運営 

２．市区町村スポーツ少年団の取組み 

３．市町村合併や行政改革による行政からの人的支援の変化 

４．過去 10年間の補助金額等の変化 

 

(5) 調査期間 

平成 25年（2013年）12月～平成 26年（2014年）1月 

 

 

＜研究体制・共同研究者＞ 

本調査は、公益財団法人笹川スポーツ財団との共同研究により実施した。 

笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 主任研究員    澁谷茂樹 

笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 研究員       武長理栄 

 

 

 

 

 

 

  



5 

 

3. 要約 

（１）事務局体制 

市区町村スポーツ少年団事務局の設置場所をみると、「教育委員会」（63.5％）が最も多く、次いで「市区町

村体育協会」（20.7％）となっている（図表 2-1-5，p.8）。「教育委員会以外のスポーツ担当部署」（5.3％）や「市

区町村スポーツ少年団の代表者の自宅・職場」（4.3％）はそれぞれ 5％前後であった。 

⇒市区町村スポーツ少年団事務局は、7割は行政が担っている 

 

（２）行政からの事業に対する支援状況 

平成 24年度中になんらかの事業を実施したと回答した市区町村スポーツ少年団（947団）について、実施し

た事業のうちひとつでも行政または体育協会からの人的援助（事務作業や事業等のサポート）があったかをみ

ると、77.3％は「人的援助があった」と回答している（図表 2-2-9，p.23）。 

    ⇒事業に対する行政からの支援体制のある自治体が多い 

 

（３）合併のあった自治体における行政の支援状況の変化 

平成の大合併において、市町村合併があったと回答した市区町村スポーツ少年団（398 団）に市町村合併

前と現在について、行政（市区町村）または体育協会による人的支援（事務作業や事業等のサポート）の状況

を尋ねたところ、「合併前からあった人的支援が、現在も同様に続いている」が 51.3％で最も多い（図表 2-3-3，

p.25）。また、『支援減少・なくなった』（「合併前から人的支援はあったが、合併を経て減った」＋「合併前は人

的支援があったが、合併を経てなくなった」）は 12.1％であった。 

   ⇒行政からの人的支援が合併後も継続している市区町村少年団は半数を占めるものの、合併によ

り支援が減少した市区町村少年団は、1割強存在する 

 

（４）合併のなかった自治体における行政の支援状況の変化 

市町村合併がなかったと回答した市区町村スポーツ少年団（668 団）に平成 14 年度から平成 24 年度の 10

年間について、行政（市区町村）または体育協会による人的支援（事務作業や事業等のサポート）が変化した

かを尋ねたところ、「10 年前からあった人的支援が、現在も同様に続いている」が 52.1％で最も多い（図表

2-3-4，p.25）。また、『支援減少・なくなった』（「10年前から人的支援はあったが、現在は減った」＋「10年前は

人的支援があったが、現在はなくなった」）は 12.6％であった。 

    ⇒合併のなかった自治体の市区町村スポーツ少年団における行政からの支援状況の変化は、合

併のあった自治体と同様であり、合併による影響は限定的であると言える 

 

（５）公共施設・設備の使用料減免措置の状況 

平成 24年度における、各市区町村スポーツ少年団に対する行政（市区町村）の公共施設・設備の使用料の

減免措置についてみると、「全額免除」が 50.8％、「一部免除」が 36.8％、「免除はない」が 11.4％であり、9 割

弱は免除を受けている（図表 2-4-7，p.29）。 

⇒9割の市区町村スポーツ少年団が公共施設の使用料の減免措置を受けている 
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4. 調査結果 

１．市区町村スポーツ少年団の事務局体制・運営 

(1) 登録単位団数 

各市区町村スポーツ少年団に登録している単位スポーツ少年団（以下、単位団）の平成 24 年度登録数をみる

と、「5 団以下」（21.6％）が最も多く、次いで「6～10 団」（18.3％）、「11～15 団」（13.3％）の順となっている（図表

2-1-1）。登録単位団数 15団以下の市区町村スポーツ少年団が半数強だが、「51団以上」も 11.5％であり、平均

では 25.3団となっている。 

 

図表 2-1-1 平成 24年度 登録単位団数 

 

 

 

(2) 登録団員数 

各市区町村スポーツ少年団に登録している単位団の平成 24 年度登録団員数をみると、「501～1000 人」が

19.7％を占め、平均では 576.8 人となっている（図表 2-1-2）。次いで、「101～200 人」（16.6％）、「201～300 人」

（12.5％）であり、市区町村スポーツ少年団の約半数は、登録団員数 300人以下である。 

 

図表 2-1-2 平成 24年度 登録団員数 

 

 

  

平均
(団)

[N=1,076] 25.321.6 18.3 13.3 7.5 9.7 5.9 7.3 4.3 11.5

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5団以下 6～10団 11～15団 16～20団 21～25団

26～30団 31～40団 41～50団 51団以上 無回答

平均
(人)

[N=1,076] 576.810.4 9.8 16.6 12.5 9.3 6.8 19.7 5.8 3.4 4.8

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50人以下 51～100人 101～200人 201～300人 301～400人 401～500人

501～1000人 1001～1500人 1501～2000人 2001人以上 無回答
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(3) 登録指導者数 

各市区町村スポーツ少年団に登録している単位団の平成 24 年度登録指導者数をみると、「10１～200 人」が

21.6％、「51～100人」が 19.6％であり、平均では 151.0人となっている（図表 2-1-3）。 

 

図表 2-1-3 平成 24年度 登録指導者数 

 

 

 

(4) 市区町村スポーツ少年団本部長の役職・立場 

市区町村スポーツ少年団本部長の役職・立場をみると、「単位スポーツ少年団の指導者」（52.5％）が過半数を

占め最も多い（図表 2-1-4）。次いで「市区町村の教育長」（12.8％）となっている。「市区町村議会の議員」（3.8％）

と「行政のスポーツ担当者」（3.1％）は少数である。 

「その他」が 31.9％となっているが、市区町村体育協会の関係者や都道府県議会議員、民間人などの回答が

みられた。 

 

図表 2-1-4 市区町村スポーツ少年団本部長の役職・立場（複数回答） 

 

 
 

  

平均
(人)

[N=1,076] 151.010.0    7.8    8.3    6.2    6.3    19.6    21.6    7.3    4.4    

1.5    

5.8    

1.2    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10人以下 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51～100人

101～200人 201～300人 301～400人 401～500人 501人以上 無回答

[N=1,076]

単位スポーツ少年団の指導者

市区町村の教育長

市区町村議会の議員

行政のスポーツ担当者

その他

無回答

52.5    

12.8    

3.8    

3.1    

31.9    

0.6    

0 10 20 30 40 50 60(%)
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(5) 市区町村スポーツ少年団事務局の設置場所 

市区町村スポーツ少年団事務局の設置場所をみると、「教育委員会」（63.5％）が最も多く、次いで「市区町村

体育協会」（20.7％）となっている（図表 2-1-5）。「教育委員会以外のスポーツ担当部署」（5.3％）や「市区町村ス

ポーツ少年団の代表者の自宅・職場」（4.3％）はそれぞれ 5％前後である。 

 

図表 2-1-5 市区町村スポーツ少年団事務局の設置場所 

 

 

 

 

(6) 登録団・団員・指導者数（事務所の設置場所別） 

事務所の設置場所別に、各市区町村スポーツ少年団の平成 24年度登録団数、登録団員数、指導者数をみる

と、教育委員会および代表者の自宅・職場に事務局が設置されている市区町村スポーツ少年団で、教育委員会

以外のスポーツ担当部署や市区町村体育協会に設置されている市区町村スポーツ少年団よりも平均値が小さく

なっている（図表 2-1-6）。市区町村体育協会に事務局が設置されている市区町村スポーツ少年団の平均登録

団員数は 1,030.2人と規模が大きい。 

 

図表 2-1-6 平成 24年度 登録団・団員・指導者数（事務所の設置場所別） 

 

 

 

[N=1,076] 63.5    5.3    20.7    4.3    5.7    

0.6    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育委員会 教育委員会以外のスポーツ担当部署

市区町村体育協会 市区町村スポーツ少年団の代表者の自宅・職場

その他 無回答

平　　均

登録単位団数 登録団員数 登録指導者数

[N=1,076] 25.3 576.8 151.0

教育委員会 [N=683] 18.3 400.1 108.7

教育委員会以外の

スポーツ担当部署
[N=57] 38.0 854.2 278.2

市区町村体育協会 [N=223] 43.2 1,030.2 242.3

少年団の代表者の

自宅・職場
[N=46] 16.6 408.2 108.6

その他 [N=61] 32.3 743.3 208.7

全　　体

事

務
局

の

設
置

場

所
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(7) 市区町村体育協会の法人格の有無 

事務局が市区町村体育協会に設置されている市区町村スポーツ少年団（223 団）に、市区町村体育協会の法

人格の有無を尋ねたところ、「法人格がある」が 50.7％、「法人格がない」が 48.9％となっており、二分されている

（図表 2-1-7）。 

 

図表 2-1-7 市区町村体育協会の法人格の有無 

 

 
 

(8) 市区町村体育協会の法人格の種類 

事務局が法人格のある市区町村体育協会に設置されている市区町村スポーツ少年団（113 団）に、市区町村

体育協会の法人格の種類を尋ねたところ、「公益財団法人」が 38.9％で最も多く、次いで「NPO 法人」（27.4％）、

「一般財団法人」（18.6％）などとなっている。（図表 2-1-8）。 

「公益財団法人」（38.9％）と「一般財団法人」（18.6％）の旧財団法人で 6 割弱を占めているが、「公益社団法

人」（2.7％）と「一般社団法人」（4.4％）は合わせても 1割未満である。 

 

図表 2-1-8 市区町村体育協会の法人格の種類 

 

 
 

  

[N=223] 50.7    48.9    0.4    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人格がある 法人格がない 無回答

[N=113] 38.9    2.7    18.6    4.4    27.4    7.1    0.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益財団法人 公益社団法人 一般財団法人 一般社団法人

ＮＰＯ法人 その他 無回答
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(9) 事務作業担当者 

各市区町村スポーツ少年団の事務作業担当者をみると、「行政のスポーツ担当者」が 69.5％と多数を占めてい

る（図表 2-1-9）。次いで「市区町村体育協会の担当者」が 24.0％だが、「単位団の指導者」は 7.6％にとどまる。 

行政や市区町村体育協会に事務所を設置している市区町村スポーツ少年団が合わせて 9 割である（図表

2-1-5参照）ため、事務所を設置している場所の職員が事務作業も担当しているケースが多いと考えられる。 

 

図表 2-1-9 事務作業担当者（複数回答） 

 

 
 

(10)事務作業担当者の雇用形態（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

事務作業担当者が行政のスポーツ担当者もしくは市区町村体育協会の担当者の市区町村スポーツ少年団

（946 団）に、事務作業担当者の雇用形態を尋ねたところ、「正職員」が 88.4％で大多数を占めている（図表

2-1-10）。「嘱託職員（契約、臨時含む）」が 18.2％であるが、「アルバイト」は 1.6％とごく少数である。 

 

図表 2-1-10 事務作業担当者の雇用形態（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

（複数回答） 

 

 

 

  

[N=1,076]

行政のスポーツ担当者

市区町村体育協会の担当者

単位団の指導者

その他

無回答

69.5    

24.0    

7.6    

7.9    

0.4    

0 10 20 30 40 50 60 70 80 (%)

[N=946]

正職員

嘱託職員（契約、臨時含む）

アルバイト

その他

無回答

88.4    

18.2    

1.6    

2.0    

0.4    

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)
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(11)事務作業担当者の人数（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

事務作業担当者が行政のスポーツ担当者もしくは市区町村体育協会の担当者の市区町村スポーツ少年団に、

雇用形態別に人数を尋ねた。正職員が事務作業を担当している 836 団では、平均 1.5 人、嘱託職員が担当して

いる 172団では平均 1.2人となっている（図表 2-1-11）。 

 

図表 2-1-11 事務作業担当者の人数（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

（雇用形態別） 

 

 

 

(12)事務作業担当者の人数（計）（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

事務作業担当者が行政のスポーツ担当者もしくは市区町村体育協会の担当者の市区町村スポーツ少年団の

うち、雇用形態の回答のあった 942 団について、正職員、嘱託職員、アルバイト、その他の職員の人数を合算し

た。「1 人」で事務作業を担当している市区町村スポーツ少年団が 66.1％、「2 人」が 22.1％となっており、平均で

は 1.6人である（図表 2-1-12）。 

 

図表 2-1-12 事務作業担当者の人数（計）（行政のスポーツ担当者・市区町村体育協会の担当者） 

 

 

 

  

平均
(人)

正職員 [N=836] 1.5

嘱託職員
（契約、臨時）

[N=172] 1.2

アルバイト [N=15] 1.0

その他 [N=19] 1.4

71.2    

82.6    

100.0    

63.2    

18.7    

12.8    

-

26.3    

4.1

2.9

-

-

2.6

0.6

-

5.3

0.6

-

-

-

1.0

-

-

-

1.9

1.2

-

5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答

平均
(人)

[N=942] 1.666.1    22.2    4.1    

2.5    

2.0    

1.2    

1.8    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答
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(13)役員の役職や立場 

各市区町村スポーツ少年団の役員の役職や立場をみると、「単位団関係者」を役員として有している市区町村

スポーツ少年団が最も多く、76.2％を占める（図表 2-1-13）。「教育委員会関係者」が 46.5％、「市区町村体育協

会関係者」が 32.4％で続く。「競技団体関係者」は 14.7％、「教育委員会以外の行政関係者」は 13.0％と比較的

少数である。 

「その他」として、スポーツ推進委員、教員など学校関係者、学識経験者などの回答がみられる。 

 

図表 2-1-13 役員の役職や立場（複数回答） 

 

 

 

  

[N=1,076]

単位団関係者

教育委員会関係者

市区町村体育協会関係者

競技団体関係者

教育委員会以外の行政関係者

その他

無回答

76.2    

46.5    

32.4    

14.7    

13.0    

22.7    

1.3    

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 (%)
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(14)役員の人数 

役職・立場別に市区町村スポーツ少年団の役員の人数をみると、単位団関係者の役員（820 団）は平均 11.7

人と突出して多くなっている（図表 2-1-14）。約 4 分の 3 の市区町村スポーツ少年団が単位団関係者を役員とし

て有している（図表 2-1-13参照）が、平均人数も最も多い。 

また、競技団体関係者（158団）の役員は平均6.3人である。役員として競技団体関係者を有している市区町村

スポーツ少年団は 1割台にとどまる（図表 2-1-13参照）が、有している場合の平均人数は多くなっている。 

教育委員会関係者、教育委員会以外の行政関係者、市区町村体育協会関係者の役員はそれぞれ平均 2 人

前後である。 

 

図表 2-1-14 役員の人数（役職・立場別） 

 

 

 

  

平均
(人)

単位団関係者 [N=820] 11.7

教育委員会関係者 [N=500] 2.1

市区町村体育協会
関係者

[N=349] 1.9

競技団体関係者 [N=158] 6.3

教育委員会以外の
行政関係者

[N=140] 1.8

その他 [N=244] 2.9

5.6    

44.4    

52.1    

20.9    

58.6    

41.0    

6.3    

30.0    

24.4

12.0    

22.9    

24.6    

6.1

13.8

9.5

8.2

6.4

9.0

6.0

5.8

5.4

6.3

3.6

6.1

7.3

1.8

2.3

5.1

1.4

4.1

63.7

3.0

4.0

36.1

5.0

12.3

5.0

1.2

2.3

11.4

2.1

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 無回答
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(15)市区町村スポーツ少年団と単位団の日常的な情報のやり取り 

市区町村スポーツ少年団と単位団の日常的な情報のやり取りの方法をみると、全体では、「電話連絡網」が

58.9％と最も多く、次いで、「パソコンのメール」（39.7％）と「Fax」（32.5％）が続く（図表 2-1-15）。「携帯電話のメ

ール」は 12.5％が使用しているが、「ホームページ（SNS は除く）」（3.4％）および「SNS ツール（Facebook、ツィッタ

ー、LINE等）」（0.9％）はほとんど使われていない。「その他」が 62.2％と多くなっているが、郵送でという回答が多

くあげられている。 

事務所の設置場所別にみると、教育委員会に事務所を設置している市区町村スポーツ少年団では、他の設置

場所と比べて「電話連絡網」がやや多く、「パソコンのメール」、「Fax」がやや少なくなっている。代表者の自宅・職

場に事務所を設置している市区町村スポーツ少年団では、「携帯電話のメール」が多くなっている。 

 

図表 2-1-15 市区町村スポーツ少年団と単位団の日常的な情報やり取り（複数回答） 

（事務所の設置場所別） 

 

 

 

  

電

話

連

絡

網

パ

ソ

コ

ン

の

メ
ー

ル

Ｆ

Ａ

Ｘ

携

帯

電

話

の

メ
ー

ル

ホ
ー

ム

ペ
ー

ジ

（
Ｓ

Ｎ

Ｓ

は

除

く

）

Ｓ

Ｎ

Ｓ

ツ
ー

ル

（
F

a

c

e

b

o

o

k

、

ツ

ィ

ッ
タ
ー

、
L

I

N

E

等

）

そ

の

他

無

回

答

[N=1 ,076]

教育委員会 [N=683]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=57]

市区町村体育協会 [N=223]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=46]

その他 [N=61]

全　　体

事

務

局

の

設

置

場

所

58.9 

63.3 

57.9 

50.2 

52.2 

49.2 

39.7 

32.7 

50.9 

48.9 

54.3 

60.7 

32.5 

27.4 

43.9 

43.5 

41.3 

31.1 

12.5 

9.1 

15.8 

12.6 

34.8 

31.1 

3.4 

1.0 

5.3 

10.8 

-

4.9 

0.9 

0.7 

-

1.3 

-

3.3 

62.2 

62.8 

63.2 

65.0 

41.3 

60.7 

0.9 

1.0 

-

0.9 

2.2 

-
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(16)期中の単位団連絡先変更時、都道府県への報告 

期中に単位団の連絡先の変更があった時の都道府県スポーツ少年団への報告状況をみると、「そのつど報告

している」が 22.9％であり、「そのつど報告していない（登録更新時にまとめて報告）」が 71.3％と多数を占める（図

表 2-1-16）。 

事務所の設置場所別にみると、代表者の自宅・職場や、その他の場所に事務所を設置している市区町村スポ

ーツ少年団で、「そのつど報告している」という回答がやや多くなっている。 

 

図表 2-1-16 期中の単位団連絡先変更時、都道府県への報告 

（事務所の設置場所別） 

 

 

 

  

[N=1,076]

教育委員会 [N=683]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=57]

市区町村体育協会 [N=223]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=46]

その他 [N=61]

全　　体

事
務
局
の
設
置
場
所

22.9    

22.1    

21.1    

22.4    

28.3    

31.1    

71.3    

72.2    

75.4

70.9    

67.4    

62.3    

5.3

5.3

1.8

5.8

4.3

6.6

0.6

0.4

1.8

0.9

-

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そのつど報告している そのつど報告していない（登録更新時にまとめて報告） その他 無回答
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(17)スポーツ少年団を社会教育団体とする条例や規則、要綱の有無 

各市区町村に、スポーツ少年団を社会教育団体として位置付ける条例や規則、要綱があるかをみると、「条例

や規則、要綱がある」が 17.1％、「条例や規則、要綱はない」は 73.0％となっている（図表 2-1-17）。 

事務所の設置場所別にみると、市区町村体育協会や代表者の自宅・職場、その他の場所に事務所を設置し

ている市区町村スポーツ少年団で、「条例や規則、要綱がある」と「わからない」という回答が多くなっている。 

 

図表 2-1-17 少年団を社会教育団体とする条例や規則、要綱の有無 

（事務所の設置場所別） 

 

 

 

(18)スポーツ少年団を社会教育団体と位置付けている規定 

市区町村でスポーツ少年団を社会教育団体と位置付ける条例や規則、要綱があると回答した 184 団に、何に

よって位置づけられているかを尋ねた。「要綱」が最も多く 46.7％であり、次いで「規則」が 38.6％、「条例」が

12.5％となっている（図表 2-1-18）。 

 

図表 2-1-18 スポーツ少年団を社会教育団体と位置付けている規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[N=1,076]

教育委員会 [N=683]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=57]

市区町村体育協会 [N=223]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=46]

その他 [N=61]

全　　体

事
務
局
の
設
置
場
所

17.1    

14.2    

8.8    

24.7    

21.7    

26.2    

73.0    

77.7    

84.2

61.0    

63.0    

59.0    

8.0

6.0

5.3

12.6

13.0

13.1

2.0

2.0

1.8

1.8

2.2

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

条例や規則、要綱がある 条例や規則、要綱はない わからない 無回答

[N=184] 12.5    38.6    46.7    

2.2    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

条例 規則 要綱 無回答
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２．市区町村スポーツ少年団の取組み 

(1) 育成母集団の連絡協議会等設置の有無 

市区町村スポーツ少年団に育成母集団の連絡協議会等が設置されているかをみると、「設置されている」が

12.7％であり、「設置されていない」が 86.3％と大多数を占める（図表 2-2-1）。 

 

図表 2-2-1 育成母集団の連絡協議会等設置の有無 

 

 

 

(2) スポーツ少年団の指導者協議会等設置の有無 

市区町村スポーツ少年団にスポーツ少年団の指導者協議会等が設置されているかをみると、「設置されている」

が 31.8％であり、「設置されていない」が 67.9％である（図表 2-2-2）。3分の１弱に設置されており、育成母集団の

連絡協議会等よりも設置している市区町村スポーツ少年団が多い。 

 

図表 2-2-2 スポーツ少年団の指導者協議会等設置の有無 

 

 

 

  

[N=1 ,076] 12.7    86.3    0.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設置されている 設置されていない 無回答

[N=1,076] 31.8    67.9    0.3    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設置されている 設置されていない 無回答
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(3) 市区町村スポーツ少年団の中の協議機関 

市区町村スポーツ少年団の中に協議機関が設置されているかをみると、38.6％に何らかの協議機関がある（図

表 2-2-3）。「単位団活動について協議する機関」（23.8％）と「指導者養成について協議する機関」（20.3％）が多

くなっている。「広報について協議する機関」（8.4％）、「体力向上について協議する機関」（6.4％）、「コンプライア

ンスについて協議する機関」（3.0％）はいずれも 1割未満である。 

 

図表 2-2-3 市区町村スポーツ少年団の中の協議機関（複数回答） 

 

 

 

(4) 障がいのある子どもの活動参加の取組み 

市区町村スポーツ少年団の独自の取組みとして、障がいのある子どもが活動に参加できるような取組みを行っ

ているかをみると、「取組みを行っている」は 4.6％と少数であり、94.4％は「取組みを行っていない」と回答してい

る（図表 2-2-4）。 

 

図表 2-2-4 障がいのある子どもの活動参加の取組み 

 

 

 

[N=1,076]

協議機関あり（計）

単位団活動について協議する機関

指導者養成について協議する機関

広報について協議する機関

体力向上について協議する機関

コンプライアンスについて協議する機関

その他

スポーツ少年団の中に協議機関はない

無回答

38.6    

23.8    

20.3    

8.4    

6.4    

3.0    

9.9    

55.1    

6.3    

0 10 20 30 40 50 60 (%)

[N=1,076] 4.6    94.4    

0.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取組みを行っている 取組みを行っていない 無回答
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(5) 総合型地域スポーツクラブと連携している単位団の有無 

市区町村に、総合型地域スポーツクラブと連携して活動をしている単位団があるかをみると、何らかの連携をし

ている単位団が 38.8％である（図表 2-2-5）。最も多いのは、「構成団体のひとつにスポーツ少年団が含まれてい

る総合型スポーツクラブがある」で18.1％、次いで、「普段は別々に活動しているが、イベント等で総合型地域スポ

ーツクラブと連携する団がある」が 14.3％である。「スポーツ少年団を母体に設立された総合型地域スポーツクラ

ブがある」は 4.2％となっている。 

 

図表 2-2-5 総合型地域スポーツクラブと連携している単位団の有無（複数回答） 

 

 

 

  

[N=1 ,076]

無回答

その他

連携している単位団あり（計）

普段は別々に活動しているが、イベント等で総合型
地域スポーツクラブと連携する団がある

スポーツ少年団を母体に設立された

総合型地域スポーツクラブがある

総合型地域スポーツクラブと
連携している単位団はない

構成団体のひとつにスポーツ少年団が
含まれている総合型地域スポーツクラブがある

38.8    

18.1    

14.3    

4.2    

6.9    

58.1    

3.2    

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)
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(6) 日本スポーツ少年団発行の広報普及資料の活用有無 

日本スポーツ少年団が発行している広報普及資料（ガイドブック、PR リーフレットなど）を活用しているかをみる

と、「活用している」が 47.3％、「活用していない」が 46.7％とほぼ同率である。「広報普及資料を知らない」は

4.6％となっている（図表 2-2-6）。 

事務局の設置場所別にみると、教育委員会に事務所を置く市区町村スポーツ少年団で、「活用している」という

回答が、やや少なくなっている。 

 

図表 2-2-6 日本スポーツ少年団発行の広報普及資料の活用有無（事務所の設置場所別） 

 

 

 

 

  

[N=1,076]

教育委員会 [N=683]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=57]

市区町村体育協会 [N=223]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=46]

その他 [N=61]

全　　体

事
務
局
の
設
置
場
所

47.3

41.1

56.1

59.2

56.5

59.0

46.7    

52.3    

40.4

35.4    

39.1    

36.1    

4.6

5.0

3.5

3.6

4.3

4.9

1.4

1.6

-

1.8

-

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用している 活用していない 広報普及資料を知らない 無回答
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(7) 事業内容 

市区町村スポーツ少年団が平成 24 年度中に実施した事業内容をみると、「種目の枠を超えた団の交流（スポ

ーツイベント等の開催）」（53.2％）と「競技別交流大会の開催」（50.5％）が 5割台で最も多く、次いで「指導者研修

会の開催」（40.1％）、「スポーツ少年団活動の育成や指導に関する功労者の表彰」（38.2％）、「大会派遣（ブロッ

ク大会や全国大会への派遣経費の助成）」（37.3％）などの順である（図表 2-2-7）。 

 

図表 2-2-7 平成 24年度中に実施した事業内容 

 

 
 

 

 

 

 

[N=1 ,076]

無回答

スポーツ少年団活動の育成や指導に関する

功績者の表彰

大会派遣

（ブロック大会や全国大会への派遣経費の助成）

地域ボランティア活動支援（地域の清掃活動等の環境

保全活動や福祉・交流会への支援）

育成母集団研修会の開催

新規団員加入促進のためのイベント

（スポーツ教室等の開催）

ホームページの運営

種目の枠を超えた団の交流

(スポーツイベント等の開催）

競技別交流大会の開催

指導者研修会の開催

ジュニア・リーダースクールの開催

国際交流活動（派遣、受入等）

その他

53.2    

50.5    

40.1    

38.2    

37.3    

29.9    

21.7    

16.4    

12.3    

10.2    

7.9    

7.2    

12.0    

0 10 20 30 40 50 60 (%)
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(8) 実施事業への人的援助の有無 

市区町村スポーツ少年団が平成 24 年度中に実施した事業別に、行政または体育協会からの人的援助（事務

作業や事業等のサポート）があったかを尋ねた。「人的援助があった」という割合は 4割強から 8割と事業によって

異なっている（図表 2-2-8）。 

実施した市区町村スポーツ少年団が最も多い事業である「種目の枠を超えた団の交流（スポーツイベント等の

開催）」については、「人的援助があった」という回答が 79.9％で、他の事業と比べても多くなっている。 

「指導者研修会の開催」（69.0％）、「スポーツ少年団活動の育成や指導に関する功績者の表彰」（67.2％）、

「育成母集団研修会の開催」（66.1％）、「ホームページの運営」（65.2％）などの事業は、「人的援助があった」とい

う回答が 6割台である。 

「大会派遣（ブロック大会や全国大会への派遣経費の助成）」（42.1％）と「地域ボランティア活動支援（地域の

清掃活動等の環境保全活動や福祉・交流会への支援）」（46.3％）は「人的援助があった」という回答が 4 割台と

他の事業と比べて少ない。 

 

図表 2-2-8 平成 24年度中の実施事業への人的援助の有無（事業別） 

 

 

 

 

 

 

種目の枠を超えた団の交流
(スポーツイベント等の開催）

[N=572]

競技別交流大会の開催 [N=543]

指導者研修会の開催 [N=432]

スポーツ少年団活動の育成や
指導に関する功績者の表彰

[N=411]

大会派遣
（ブロック大会や全国大会への派
遣経費の助成）

[N=401]

地域ボランティア活動支援（地域
の清掃活動等の環境保全活動や
福祉・交流会への支援）

[N=322]

育成母集団研修会の開催 [N=233]

新規団員加入促進のための
イベント（スポーツ教室等の開催）

[N=177]

ホームページの運営 [N=132]

ジュニア・リーダースクールの
開催

[N=110]

国際交流活動
（派遣、受入等）

[N=85]

その他 [N=77]

79.9    

56.7    

69.0    

67.2    

42.1    

46.3    

66.1    

59.3    

65.2    

57.3    

57.6    

64.9    

17.5    

39.8    

26.6

28.0    

50.4    

45.7    

27.5    

34.5    

25.8    

39.1    

34.1    

28.6    

2.6

3.5

4.4

4.9

7.5

8.1

6.4

6.2

9.1

3.6

8.2

6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人的援助があった 人的援助はなかった 無回答
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(9) 実施事業への人的援助の有無（計） 

平成 24年度中になんらかの事業を実施したと回答した市区町村スポーツ少年団（947団）について、実施した

事業のうちひとつでも行政または体育協会からの人的援助（事務作業や事業等のサポート）があったかをみると、

77.3％は「人的援助があった」と回答している（図表 2-2-9）。 

事務所の設置場所別にみると、市区町村体育協会、教育委員会、教育委員会以外のスポーツ担当部署に事

務局を設置している市区町村スポーツ少年団で、「人的援助があった」という回答が多くなっており、事務所が同

じスペースにあることで、行政や体育協会からの援助が受けやすくなっているのではないかと考えられる。 

 

図表 2-2-9 平成 24年度中の実施事業への人的援助の有無（計）（事務所の設置場所別） 

 

 

 

 

  

[N=947]

教育委員会 [N=590]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=54]

市区町村体育協会 [N=201]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=43]

その他 [N=53]

全　　体

事
務
局
の
設
置
場
所

77.3    

78.3    

79.6    

84.6    

60.5    

47.2    

19.9    

18.3    

18.5

13.9    

37.2    

49.1    

2.9

3.4

1.9

1.5

2.3

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人的援助があった 人的援助はない 無回答
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３．市町村合併や行政改革による行政からの人的支援の変化 

(1) 「平成の大合併」での市町村合併有無 

市区町村スポーツ少年団に、平成 12年以降の「平成の大合併」において、市町村合併が行われたかを尋ねた

ところ、「市町村合併があった」という回答が 37.0％、「市町村合併はなかった」という回答が 62.1％である（図表

2-3-1）。 

 

図表 2-3-1 「平成の大合併」での市町村合併有無 

 

 

 

(2) 市町村合併の時期 

「平成の大合併」において、市町村合併があったと回答した市区町村スポーツ少年団（398団）に合併の時期を

尋ねたところ、「平成 17年」が 46.0％と最も多く、次いで「平成 18年」（22.6％）、「平成 16年」（11.8％）となってい

る（図表 2-3-2）。平成 16年から平成 18年の 3年間での合併が 8割を占めている。 

 

図表 2-3-2 市町村合併の時期 

 

 

 

  

[N=1,076] 37.0    62.1    

0.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市町村合併があった 市町村合併はなかった 無回答

[N=398]

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

無回答

わからない

0.3

0.8

0.5

2.8

11.8

46.0

22.6

2.8

1.0

2.0

4.0

1.3

-

-

1.8

2.5

0 10 20 30 40 50 (%)
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(3) 合併前後の行政等による人的支援の状況 

「平成の大合併」において、市町村合併があったと回答した市区町村スポーツ少年団（398 団）に市町村合併

前と現在について、行政（市区町村）または体育協会による人的支援（事務作業や事業等のサポート）の状況を

尋ねたところ、「合併前からあった人的支援が、現在も同様に続いている」が 51.3％で最も多い（図表 2-3-3）。 

『支援減少・なくなった』（「合併前から人的支援はあったが、合併を経て減った」＋「合併前は人的支援があっ

たが、合併を経てなくなった」）は 12.1％、『支援増加・始まった』（「合併前から人的支援はあったが、合併を経て

増えた」＋「合併前はなかったが、現在は人的支援がある」）が 0.8％、『変化なし』（「合併前からあった人的支援

が、現在も同様に続いている」＋「合併前も現在も人的支援はない」）が 65.1％である。 

図表 2-3-3 合併前後の行政等による人的支援の状況 

 

 

(4) 過去 10年間の行政等による人的支援の状況（合併のなかった自治体） 

「平成の大合併」において、市町村合併がなかったと回答した市区町村スポーツ少年団（668団）に平成 14年

度から平成 24年度の 10年間について、行政（市区町村）または体育協会による人的支援（事務作業や事業等

のサポート）が変化したかを尋ねたところ、「10 年前からあった人的支援が、現在も同様に続いている」が 52.1％

で最も多い（図表 2-3-4）。 

『支援減少・なくなった』（「10 年前から人的支援はあったが、現在は減った」＋「10 年前は人的支援があった

が、現在はなくなった」）は 12.6％、『支援増加・始まった』（「10 年前からあった人的支援が、現在では増えてい

る」＋「10年前はなかったが、現在は人的支援がある」）が 1.6％、『変化なし』（「10年前からあった人的支援が、

現在も同様に続いている」＋「10年前も現在も人的支援はない」）が 68.7％である。 

図表 2-3-4 過去 10年間の行政等による人的支援の状況（合併のなかった自治体） 

 

 

  

合併後の変化

支援減少・
なくなった
（計）

支援増加・
始まった
（計）

変化なし
（計）

[N=398] 12.1 0.8 65.151.3    10.3    1.8    

0.5    0.3    

13.8    5.3    14.8    

2.0    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合併前からあった人的支援が、現在も同様に続いている 合併前から人的支援はあったが、合併を経て減った

合併前は人的支援があったが、合併を経てなくなった 合併前からあった人的支援が、合併を経て増えた

合併前はなかったが、現在は人的支援がある 合併前も現在も人的支援はない

その他 わからない

無回答 ダミー

10年前と比べて

支援減少・
なくなった
（計）

支援増加・
始まった
（計）

変化なし
（計）

[N=668] 12.6 1.6 68.752.1    11.1    1.5    

0.7    0.9    

16.6    3.1    12.0    

1.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年前からあった人的支援が、現在も同様に続いている 10年前から人的支援はあったが、現在は減った

10年前は人的支援があったが、現在はなくなった 10年前からあった人的支援が、現在では増えている

10年前はなかったが、現在は人的支援がある 10年前も現在も人的支援はない

その他 わからない

無回答 ダミー
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４．過去 10年間の補助金額等の変化 

(1) 行政からの補助金・助成金（平成 14年度） 

平成 14 年度における行政（市区町村）から各市区町村スポーツ少年団への補助金・助成金の金額をみると、

「なし」という回答が 8.5％、「50～100万円未満」という回答が 8.5％などとなっており、平均では 58万円である（図

表 2-4-1）。ただし、「わからない」という回答が 48.6％と多くなっている。 

 

図表 2-4-1 平成 14年度 行政からの補助金・助成金  

 

 

 

(2) 行政からの補助金・助成金（平成 24年度） 

平成 24年度における行政（市区町村）からの補助金・助成金の金額をみると、「なし」という回答が 14.9％、「50

～100万円未満」という回答が 16.6％などとなっており、平均では 70万円である（図表 2-4-2）。 

平成 24年度の平均額は、平成 14年度の平均額を上回っているが、平成 14年度の補助金・助成金額につい

て「わからない」という回答が多いため、単純な比較が難しくなっている。 

 

図表 2-4-2 行政からの補助金・助成金 平成 24年度 

 

 

 

  

平均
(万円)

[N=1,076] 58.08.5    3.6    5.2    5.5    4.1    4.0    8.5    5.7    2.6    48.6    3.8    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

なし 10万円未満 10～20万円未満 20～30万円未満

30～40万円未満 40～50万円未満 50～100万円未満 100～200万円未満

200万円以上 わからない 無回答

平均
(万円)

[N=1,076] 70.014.9    9.0    10.5    8.8    7.0    6.3    16.6    12.4    7.7    6.8    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

なし 10万円未満 10～20万円未満 20～30万円未満

30～40万円未満 40～50万円未満 50～100万円未満 100～200万円未満

200万円以上 無回答
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(3) 行政からの補助金・助成金の変化 

行政（市区町村）からの補助金・助成金について、各市区町村スポーツ少年団が回答した平成 14 年度の金額

（図表 2-4-1参照）と平成 24年度の金額（図表 2-4-2参照）から、金額の変化を算出した。金額が 10年間で「増

加した」が10.1％、「減少した」が20.5％、「変化なし」が16.9％である（図表2-4-3）。平均額を単純に比較すると、

平成 24年度の方が高くなっていた（図表 2-4-1、2-4-2参照）が、市区町村スポーツ少年団ごとに平成 14年度と

平成 24年度の金額を比較すると、増加よりも減少の方が多くなっていることがわかる。 

 

図表 2-4-3 行政からの補助金・助成金の変化 

（事務所の設置場所別） 

 

 

 

  

[N=1,076]

教育委員会 [N=683]

教育委員会以外の
スポーツ担当部署

[N=57]

市区町村体育協会 [N=223]

少年団の代表者の
自宅・職場

[N=46]

その他 [N=61]

全　　体

事
務
局
の
設
置
場
所

10.1    

8.2    

12.3    

15.2    

8.7    

13.1    

20.5    

20.1    

21.1

19.7    

26.1    

24.6    

16.9

16.3

21.1

15.2

26.1

19.7

48.6

52.6

43.9

43.0

32.6

39.3

3.8

2.9

1.8

6.7

6.5

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 減少した 変化なし わからない 無回答・変化不明
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(4) 行政からの補助金・助成金の変化（市町村合併の有無別） 

行政（市区町村）からの補助金・助成金について、各市区町村スポーツ少年団が回答した平成 14 年度の金額

（図表 2-4-1参照）と平成 24年度の金額（図表 2-4-2参照）から、金額の変化を算出し、市町村合併の有無別に

みた。合併があった市区町村スポーツ少年団では、10 年間で金額が「減少した」（9.8％）よりも「増加した」

（13.6％）の方がやや多くなっているが、「わからない」という回答が 6 割を超えていることに留意が必要である（図

表 2-4-4）。 

 

図表 2-4-4 平成 14年度・平成 24年度の行政からの補助金・助成金の変化 

（市町村合併の有無別別） 

 

 

 

(5) 市町村合併前と現在の行政からの補助金・助成金の増減 

「平成の大合併」において、市町村合併があったと回答した市区町村スポーツ少年団（398 団）に市町村合併

前と現在で、行政（市区町村）からの補助金・助成金が変化したかを尋ねたところ、「増加した」が 15.6％、「減少

した」が 20.4％で、増加より減少の方がやや多くなっている（図表 2-4-5）。「変わらない」が 18.3％、「わからない」

という回答は 39.4％と多くなっている。 

 

図表 2-4-5 市町村合併前と現在の行政からの補助金・助成金の増減 

 

 

 

  

[N=1 ,076]

合併あり [N=398]

合併なし [N=668]

市

町

村

合

併

の

有

無

全　　体 10.1    

13.6    

8.2    

20.5    

9.8    

27.1    

16.9    

9.3    

21.3    

48.6    

64.3    

39.5    

3.8    

3.0    

3.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 減少した 変化なし わからない 無回答・変化不明

[N=398] 15.6    20.4    18.3    4.8    39.4    

1.5    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 減少した 変わらない その他 わからない 無回答
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(6) 公共施設・設備の使用料減免措置（平成 14年度） 

平成 14年度における、各市区町村スポーツ少年団に対する行政（市区町村）の公共施設・設備の使用料の減

免措置についてみると、「全額免除」が 38.2％、「一部免除」が 24.9％、「免除はない」が 8.3％となっている（図表

2-4-6）。「わからない」という回答が 27.5％と多くなっている。 

 

図表 2-4-6 平成 14年度 公共施設・設備の使用料減免措置  

 

 

 

(7) 公共施設・設備の使用料減免措置（平成 24年度） 

平成 24年度における、各市区町村スポーツ少年団に対する行政（市区町村）の公共施設・設備の使用料の減

免措置についてみると、「全額免除」が 50.8％、「一部免除」が 36.8％、「免除はない」が 11.4％であり、9 割弱は

免除を受けている（図表 2-4-7）。 

 

図表 2-4-7 平成 24年度 公共施設・設備の使用料減免措置 

 

 

 

  

[N=1,076] 38.2    24.9    8.3    27.5    

1.1    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全額免除 一部免除 免除はない わからない 無回答

[N=1,076] 50.8    36.8    11.4    

0.9    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全額免除 一部免除 免除はない 無回答
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(8) 公共施設・設備の使用料減免措置の変化 

行政（市区町村）の公共施設・設備の使用料の減免措置について、平成 14 年度の状況（図表 2-4-6 参照）と

平成 24 年度の状況（図表 2-4-7 参照）から、市区町村スポーツ少年団ごとの変化を算出した。「増加した」が

2.0％、「減少した」が3.6％、「変化なし」が65.5％であり、使用料減免措置については、10年間で変化はないとい

う市区町村スポーツ少年団が多数を占める（図表 2-4-8）。 

 

図表 2-4-8 行政の公共施設・設備の使用料減免措置の変化 

（事務所の設置場所別） 

 

 

[N=1 ,076] 2.0    3.6    65.5    27.5    

1.3    

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 減少した 変化なし わからない 無回答・変化不明
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5. まとめ 

本調査は、全国の市区町村スポーツ少年団を対象とし、事務局組織や運営体制、市町村合併や行政改革に

よる行政からの人的支援の変化等の実態を把握することによって、今後、単位団活動を支える市区町村スポーツ

少年団の基盤強化及び活動の活性化に必要な方策の検討に資する資料とすることを目的とした。 

本調査の結果から、市区町村スポーツ少年団の事務局体制について以下のような現状が明らかとなった。 

 

（１）事務局の人員体制と行政からの支援 

市区町村スポーツ少年団事務局の設置場所は、教育委員会が 63.5％、市区町村体育協会が 20.7％、教育委

員会以外のスポーツ担当部局が 5.3％であった。また、事業実施への人的援助（事務作業や事業等のサポート）

は、77.3％が「ある」と回答した。 

このように、多くの市区町村スポーツ少年団は、市区町村の教育委員会や体育協会の中に事務局が設置され

ている団が多く、行政やスポーツ団体からの支援を受けやすい体制にあり事務作業を担っていると思われる。 

 

（２）実施事業と行政からの人的支援 

市区町村スポーツ少年団が平成 24年度中に実施した事業内容は、「種目の枠を超えた団の交流（スポーツイ

ベント等の開催）」「競技別交流大会の開催」が 50％を超え、「指導者研修会の開催」「スポーツ少年団活動の育

成や指導に関する功労者の表彰」「大会派遣（ブロック大会や全国大会への派遣経費の助成）」が 37～40％であ

った。一方、「ホームページの運営」「ジュニア・リーダースクールの開催」は 1割程度である。 

いずれの事業も 4割以上は行政からの人的支援がある状況であり、なかでも「種目の枠を超えた団の交流（ス

ポーツイベント等の開催）」「指導者研修会の開催」「スポーツ少年団活動の育成や指導に関する功績者の表彰」

「育成母集団研修会の開催」「ホームページの運営」は人的支援を受けている割合が 7～8割と高かった。 

 

（３）市町村合併や行政改革の影響 

合併前後や 10年前と現在を比較しても、行政からの人的支援は引き続き行われている市区町村スポーツ少年

団が多くみられた。市町村合併や行政改革による行政の人的支援が減少した市区町村スポーツ少年団は

12.6％であった。また、財政的支援の状況については、10年前における行政からの補助金・助成金額を把握して

いる市区町村スポーツ少年団は半数程度であり、財政的支援による影響を確認することはできなかった。 

 

（４）連絡方法・情報 

市区町村スポーツ少年団と単位団との主な連絡方法は電話連絡や郵送であった。また、日本スポーツ少年団

が発行している広報普及資料（ガイドブック、PR リーフレットなど）を活用している市区町村スポーツ少年団は半数

程度であり、広報普及資料を知らないと回答した団が 4.6％存在した。今後は、単位団の活動を支援するための

情報や、単位団の活動の実態を迅速かつ柔軟に共有できるような情報伝達方法の検討が必要である。 
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本調査結果に基づき、市区町村スポーツ少年団の基盤強化及び活動の活性化のために必要な事柄について

以下の通り整理し、今後の方策の検討につなげたい。 

 

社会情勢の変化の中、青少年を取り巻くスポーツや遊びの環境も大きく変化している。近年クローズアップされ

る子どもの体力・運動能力低下を改善すべく、2012年に策定された国のスポーツ基本計画では、子どもの体力向

上を政策目標の柱の一つに位置づけた。地域における子どものスポーツ環境の充実を図るため、スポーツ少年

団についても明記され、「子どもにジュニアリーダー・シニアリーダーとして、スポーツとの多様な関わり方の場を提

供することや、中学校の部活動との連携等を通じて、中学生や高校生の参加の促進に対する取組を行うことが期

待される」とされている。今後、子どもの放課後や休日のスポーツの機会として、スポーツ少年団の果たす役割は

大きく、日本スポーツ少年団として次のような取り組みが望まれる。 

 

（１）市区町村スポーツ少年団事務局体制の充実に向けて 

大部分の市区町村スポーツ少年団は行政との関わりが強く、日常的に教育委員会や体育協会との連携を図り

ながら活動を展開している。本調査では、市町村合併や行政改革等による人的支援への影響を明確に示すこと

はできなかったが、自治体職員数や予算の縮小により、行政の担当者が抱える業務の負担は大きくなっていると

推察される。ジュニア・リーダースクールの開催のほか、新規団員加入のイベント、ホームページの運営、国際交

流活動などの活動に手が回らない市区町村スポーツ少年団も少なくない。市区町村スポーツ少年団の実施事業

拡充のためには、市区町村スポーツ少年団事務局体制のさらなる充実を目指し、行政及び体育協会等に働きか

けを行うことが必要である。また、日本スポーツ少年団からダイレクトに市区町村スポーツ少年団や単位団の活動

を支援できる仕組みの開発を通して、市区町村スポーツ少年団における事務的負担を軽減することにより、その

労力をそれまで手の回らなかった他の活動へ活かすことなども考えられる。日本スポーツ少年団が都道府県スポ

ーツ少年団を通じて、市区町村スポーツ少年団の支援を行う現在のスポーツ少年団組織の構造や役割、関係性

を維持しながらも、日本スポーツ少年団から直接、活動支援を行う機会を増やすことにより、市区町村スポーツ少

年団の事務作業の負担軽減や PR活動の活性化等が期待される。 

 

（２）新たな活動支援ツールの開発 

日本スポーツ少年団では、市区町村スポーツ少年団や単位団への活動支援体制として、インターネットなどを

活用した情報共有ツールの開発が急務となる。日本スポーツ少年団と都道府県スポーツ少年団、市区町村スポ

ーツ少年団、単位団との効率的な情報共有は、スポーツ少年団活動における様々な問題や課題への柔軟な対

応が期待できる。 

また、第 9次育成 5か年計画では、総合型地域スポーツクラブとの連携や幼児や障がいのある子どものスポー

ツ活動の推進も目標としている。単位団においては、今まで行っていた活動の拡充や新たな取り組みが求められ

る。今後は、市区町村スポーツ少年団の担当者や、単位団の指導者が適宜必要な情報を収集できるようなしくみ

が必要である。具体的には、単位団のウェブ登録システムの開発はすでに進められている。さらには、日本スポ

ーツ少年団ウェブサイトでの市区町村スポーツ少年団や単位団の事例紹介、単位団指導者同士の情報交換サ

イトの構築など、日本スポーツ少年団から一方向の情報発信のみならず、現場の指導者が相互に情報共有がで

きるツールの開発も考えられる。 
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6. 調査票 
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